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 ・2/13(木)        第４回地域科学技術指標研究会
 ・2/18(火)        第５回先端科学技術動向調査委員会（物質・材料系科学技術）
 ・3/3(月)   技術予測委員会
○ 講演会等／Lectures at NISTEP
 ・2/12(水)       「研究組織の評価 」
         大滝精一 （東北大学教授）
 ・2/19(水)       「ＣＡＬＳ技術要素概要及びＣＡＬＳ推進状況」
         鍛原弘到 （富士通株式会社ＣＡＬＳ技術研究組合）
 ・2/26(水)  「マネージ論的に見た企業における研究評価について」
         松井 好 （立教大学教授）
 ・2/27(木)       「自然界の秩序とカオス」
                  原田義文  （福井大学工学部教授）
 ・2/28(金)  「日本企業の組織能力と製品開発パフォーマンス」
         楠木 建 （一橋大学商学部助教授）
 ・3/5(水)        「旭硝子における研究開発マネジメント」
         内田啓一 （旭硝子中央研究所）
○ 主要来訪者一覧／Foreign Visitors to NISTEP
 ・3/6      Prof. Luke Georghiou
            （英国 マンチェスター大学 PREST 所長）
○ 海外出張
 ・3/4〜3/14      林総務研究官、田村情報分析課長補佐（中国）
○ 海外出張報告
中 国 出 張 報 告
総務研究官 林 光夫
情報分析課 田村 泰一
第１回調査として１月１５日〜２２日の間北京、上海に、第２回調査として３月４日 〜１４日間北
京、成都、西安に出張し、日中の技術移転に関係している中国側の関係行政機関等、重要産
業開発区とその中にある日中合弁企業を訪問し、現地調査を行った。
１．２回に亘る調査概要
第１回調査では、北京にある本調査研究の協力機関である中国国家科学技術委員会科技促
進発展研究中心において、研究計画の打ち合わせをするとともに、中国の科学技術推進体制
についての意見交換を行い、同委員会の科技成果司を訪問し、中国の技術移転政策につい
ての意見交換を行った。 
さらに、実際の現場を見るために、新技術産業開発試験区とその中にある、 コンピュータのソ
フトウエアシステムの開発を行っているＮＥＣ中国科学院軟件研究所有限公司を訪問し、技術
移転の実態の聞き取り調査を行った。 
また、上海においては、上海市科学学研究所を訪問し、科学技術政策形成における中央政府
と地方政府の役割などについて意見交換を行うとともに、上海浦東新区とその中にある建設
会社の上海金橋藤田総合開発有限公司を訪問し、技術移転の実態の聞き取り調査を行った。
第２回調査では、第１回に引き続き北京の科技促進発展研究中心において報告書作成のた
めの調整を行った。 
成都においては、成都市高新技術産業開発区とその中にある、ベアリングメーカの成都平和
粉末冶金有限公司を訪問し、技術移転の実態の聞き取り調査を行うとともに、西安において
は、西安高新技術産業開発区とその中にあるミシンメーカの西安兄弟標準工業有限公司、通
信機メーカーの西安富士通設備有限公司を訪問し、技術移転の実態の聞き取り調査を行っ
た。
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２．中国訪問調査の論点整理
２回に亘る現地調査を通じて得られた情報は、以下の通りである。
（１）科学技術政策の形成
中央政府で科学技術政策の策定、特に技術移転に関わっている行政機関としては、国家科
学技術委員会、国家計画委員会、経済貿易委員会、対外経済貿易合作部、産業を所管して
いる各工業部が連携の上、政策を立案し、企業、研究所を所管している各工業部が政策を実
行している。 
国家科学技術委員会は、この業務の中心となるが、最終的な調整は、国家計画委員会が行
い、政策を推進する。 
また、地方政府と中央政府の関係については、主要な機能は、中央政府と同様の行政機構を
有している。従って、地方政府もある程度は、独立した権限を持たされているが、科学技術計
画の策定、重要開発地区の指定、税制上の優遇装置、法律制定については、中央政府の権
限であり、その範囲内であれば地方政府独自の措置をとることも可能。特に地域の産業振興
策は、地方政府に任されているとの説明があった。
（２）日本から中国への技術移転上の問題点
日本から中国への技術移転については、近年、直接投資を伴って技術が移転されるケースが
多く、これが日中貿易の特徴にもなっている。ただし、直接投資に伴う技術移転は、以下の点
が問題になってくる。
１）中国の諸制度 
中国へ進出した日本企業が進出する際に諸手続を行うが、許認可が複雑で、手続に労力を
費やさなければならないとのことであった。特に、問題となるのが、技術移転契約の締結時に
規範になっている技術導入契約管理条例で、この条例は、計画経済の色が濃い規則であり、
改善すべきであるとの日本企業の関係者の意見が多かった。 
さらに、税金が輸出入の各段階にかかっており、いかに税制上の優遇措置を受けて、製造コ
ストを下げるかが中国におけるビジネスの鍵であるとのことであった。
２）中国側の合弁パートナーの選定 
日本企業が、中国に直接投資を行う際に重要になるが、いかにして合弁事業を行うかという
点である。合弁契約を行う際に、契約相手が国有企業に近い程、合弁申請等の手続きがス
ムーズになり、中国側の政策変更があった際の対応が取りやすいようだが、中国側企業が、
手続きに関係のある政府関係機関にパイプを持っていない場合は、話がうまく進まないことが
多いとのことであった。
３）生産活動環境 
外国企業から中国へ導入された技術については、移転された技術が、現地に根付かず、技術
改良や新技術の研究開発につながっていかないこと。 日本企業が、中国に進出した場合、
現地の部品メーカーの技術力が高くないため、製品の現地調達率を上げられないこと。電
気、ガス、給水などの生産活動に必要なインフラストラクチャーが不足していること、などの日
本企業側の指摘があった。
４）知的所有権問題 
中国では、外国製品のコピーが氾濫しており、これまでは、知的所有権に対する認識が低い
との指摘があった。最近では、外国からこの問題に対応するように求められており、中央政府
が保護する方向で動き出しているとのことであった。
５）その他 
その他、中国側が指摘として、日本企業は欧米諸国に比べて、中国側が求めている最先端技
術を移転していないとの意見が多かった。
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